
公立大学法人大阪府立大学 中期計画変更に係る新旧対照表（案） 

中 期 計 画 （現 行） 中 期 計 画 （変更案） 変更理由 

 
（略） 

 
 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

 １ 教育研究に関する目標を達成するための措置 

 （１）教育内容等に関する目標を達成するための措置 

   ①入学者選抜の改善 

   ・入学者選抜についての専門組織を設け、全学的な入学者選抜の企画・推進を図る。 

   ・大学及び学部・研究科の教育理念・目的に応じた入学者受入れ方針（アドミッション・ポリシー）

    を明確化し、ホームページ等により周知を図る。 

   ・学部入学者選抜については、より多様な能力や経歴を有する学部学生の入学を促進するため、 

    一般選抜入試に加え、学部の特性に応じて、推薦入試や海外から帰国した生徒、社会人、障害 

    者、外国人などを対象とした特別選抜入試を実施する。また、ＡＯ（アドミッション・オフィス）

    入試について、幅広い観点から３年以内に検討を行い、可能な学部で実施する。 

 

 

（略） 

 

 

 （２）研究水準等に関する目標を達成するための措置 

   ② 大学としての重点的な取組み 

   ・大学における教育研究の活性化を促し、戦略的な学内資源配分を推進するため、教育研究費 

の一部を全学的に留保し、理事長（学長）のリーダーシップのもと、特色ある教育研究や業 

績の高い教育研究に対し重点的に予算配分するシステムを導入する。 

   ・21 世紀の日本経済・社会の発展の牽引力となる、主要な技術である IT、ナノ、バイオなどの 

研究について、重点的・持続的な推進を図る。 

   ・産学官連携機構において、学内提案公募型産学官共同プロジェクト研究の選考及び評価を行う 

体制を整備し、社会のニーズに即した研究の推進を図る。採択されたプロジェクト研究につい 

ては、予算配分を行うほか、各学部・研究科等に所属する教員を任期付きで参画させるなど重 

点的集中的に取り組む。 

   ・21世紀COEプログラムなど国のプロジェクトに適合した戦略拠点プロジェクト研究を推進する。 

    

 
 

（略） 

 

（３）教育研究の実施体制に関する目標を達成するための措置 

   ② 全学教育研究組織の確立 

イ 学術情報センター     

○ 図書館機能の充実 

・学術情報センター図書館は総合図書館として機能の充実を図るとともに、羽曳野図書センタ 

ーを始め学部等の図書室では専門図書等の資料の充実に努める。 

・各キャンパスで別々に運営されている図書館システムを次期システムリプレイス時に統合し、 

情報ネットワークの強化によって蔵書情報を共有するなど各キャンパスや学部等図書室の機 

能強化を図る。 

・必要に応じ、古蔵書や重複図書の整理を行うとともに、学生や教員のニーズを踏まえた電子 

 
（略） 

 
 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

 １ 教育研究に関する目標を達成するための措置 

 （１）教育内容等に関する目標を達成するための措置 

   ①入学者選抜の改善 

   ・入学者選抜についての専門組織を設け、全学的な入学者選抜の企画・推進を図る。 

   ・大学及び学部・研究科の教育理念・目的に応じた入学者受入れ方針（アドミッション・ポリシー）

    を明確化し、ホームページ等により周知を図る。 

   ・学部入学者選抜については、より多様な能力や経歴を有する学部学生の入学を促進するため、 

    一般選抜入試に加え、学部の特性に応じて、推薦入試や海外から帰国した生徒、社会人、障が 

    い者、外国人などを対象とした特別選抜入試を実施する。また、ＡＯ（アドミッション・オフ 

ィス）入試について、幅広い観点から３年以内に検討を行い、可能な学部で実施する。 

 

 

（略） 

 

 

 （２）研究水準等に関する目標を達成するための措置 

   ② 大学としての重点的な取組み 

・大学における教育研究の活性化を促し、戦略的な学内資源配分を推進するため、教育研究費 

の一部を全学的に留保し、理事長（学長）のリーダーシップのもと、特色ある教育研究や業 

績の高い教育研究に対し重点的に予算配分するシステムを導入する。 

   ・21 世紀の日本経済・社会の発展の牽引力となる、主要な技術である IT、ナノ、バイオなどの 

研究について、重点的・持続的な推進を図る。 

   ・産学官連携機構において、学内提案公募型産学官共同プロジェクト研究の選考及び評価を行う 

体制を整備し、社会のニーズに即した研究の推進を図る。採択されたプロジェクト研究につい 

ては、予算配分を行うほか、各学部・研究科等に所属する教員を任期付きで参画させるなど重 

点的集中的に取り組む。 

   ・21 世紀科学研究機構を通じて、学際的・部局横断的研究や大学としての戦略的研究を推進する。 

   ・21世紀COEプログラムなど国のプロジェクトに適合した戦略拠点プロジェクト研究を推進する。 

 
 

（略） 
 
 （３）教育研究の実施体制に関する目標を達成するための措置 

② 全学教育研究組織の確立 

   イ 21 世紀科学研究機構 

   ○ 21 世紀科学研究機構の体制整備 

   ・学際的・部局横断的な挑戦的研究に取組む研究所群の活動を支援するとともに大学としての 

    戦略的研究を直接実施するための組織として、21 世紀科学研究機構の体制整備を行う。 

 

   ウ 学術情報センター 

   ○ 図書館機能の充実 

・学術情報センター図書館は総合図書館として機能の充実を図るとともに、羽曳野図書センタ 

ーを始め学部等の図書室では専門図書等の資料の充実に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
学際的・部局横断的
研究や大学としての
戦略的研究を推進す
るために、21 世紀科
学研究機構の体制整
備を行うため。 
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中 期 計 画 （現 行） 中 期 計 画 （変更案） 変更理由 

ジャーナルの増加や新刊書の充実を図る。 

・大阪女子大学附属図書館（平成 19 年 3 月に廃止予定）が所蔵する貴重図書を始めとした蔵書 

を中百舌鳥キャンパスに整理・移転し、利用に供する。 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 
 
 （４）学生への支援に関する目標を達成するための措置 
   ○留学生、障害のある学生への支援 
   ・海外から受入れた留学生に対して、宿舎のあっせんなどの生活支援、奨学金制度の紹介や外国 
    語科目等におけるＴＡ制度の活用による経済的支援を行うとともに、チューター制度の拡充に 
    より生活全般の相談・サポートを行う。 
   ・障害のある学生に対する支援については、ソフト・ハード両面の大学全体としての取組みを 
    推進するとともに、学生センターにおいて、各学部・研究科と連携して、支援の必要な学生の 
    状況を把握し、健康管理面などの役割を担う。 
 

 ２ 社会貢献等に関する目標を達成するための措置 

（１）社会との連携に関する目標を達成する為の措置 

   ① 地域社会への貢献 

   イ 産学官連携の推進 

   ○ プロジェクト研究等の推進 

   ・ＩＴ、ナノ、環境、バイオなどの先端研究分野において、民間のニーズに即した研究テーマ 

について学内において公募を行い、予算等を重点的に配分する学内提案公募型産学官共同プ 

ロジェクト研究を推進することにより、短期間での成果創出を促進し、地域産業の振興に貢 

献する。 

   ・ＩＴや環境、バイオに関連した基盤研究の推進を図るとともに、デバイスやセンサー等の開 

発を推進する。 

 

 

 

 
 

（略） 
 
 
   ウ 府政との連携 
   ・教員が、府の抱える政策課題に対応した研究テーマを主体的に設定し、学際的研究プロジェク 

トの提案に努める。また、府の関係部局と大学相互間の情報交換に努めるとともに、教員の府 
審議会等への協力など、府政への専門的な知識・経験の活用を進める。 

   ・府政との連携をより緊密なものとするために、大学教員の府政への参画や府職員の非常勤講師 
としての活用など、人事面での連携を推進する。 

   ・府の各試験研究機関（産業技術総合研究所、食とみどりの総合技術センター、公衆衛生研究所 
等）や保健医療機関（急性期・総合医療センター、呼吸器・アレルギー医療センター、成人病 
センター等）との共同研究の実施や、施設の相互利用など、緊密な連携体制を確立するとともに、
府内自治体との連携についても促進を図る。 

 
 

（略） 
 

・各キャンパスで別々に運営されている図書館システムを次期システムリプレイス時に統合し、 

情報ネットワークの強化によって蔵書情報を共有するなど各キャンパスや学部等図書室の機 

能強化を図る。 

・必要に応じ、古蔵書や重複図書の整理を行うとともに、学生や教員のニーズを踏まえた電子 

ジャーナルの増加や新刊書の充実を図る。 

・大阪女子大学附属図書館（平成 19 年 3 月に廃止予定）が所蔵する貴重図書を始めとした蔵書 

を中百舌鳥キャンパスに整理・移転し、利用に供する。 

 

 

（略） 

 
 
 （４）学生への支援に関する目標を達成するための措置 
   ○留学生、障がいのある学生への支援 
   ・海外から受入れた留学生に対して、宿舎のあっせんなどの生活支援、奨学金制度の紹介や外国 
    語科目等におけるＴＡ制度の活用による経済的支援を行うとともに、チューター制度の拡充に 
    より生活全般の相談・サポートを行う。 
   ・障がいのある学生に対する支援については、ソフト・ハード両面の大学全体としての取組みを 
    推進するとともに、学生センターにおいて、各学部・研究科と連携して、支援の必要な学生の 
    状況を把握し、健康管理面などの役割を担う。 
 

 ２ 社会貢献等に関する目標を達成するための措置 

（１）社会との連携に関する目標を達成する為の措置 

   ① 地域社会への貢献 

   イ 産学官連携の推進 

   ○ プロジェクト研究等の推進 

   ・ＩＴ、ナノ、環境、バイオなどの先端研究分野において、民間のニーズに即した研究テーマ 

について学内において公募を行い、予算等を重点的に配分する学内提案公募型産学官共同プ 

ロジェクト研究を推進することにより、短期間での成果創出を促進し、地域産業の振興に貢 

献する。 

   ・ＩＴや環境、バイオに関連した基盤研究の推進を図るとともに、デバイスやセンサー等の開 

発を推進する。 

   ・21 世紀科学研究機構を活用して、部局横断型の自発的な研究グループの活動基盤を整備する 

ことに加え、社会ニーズを戦略的に判断して行うトップダウン型の研究を推進する。 

 
 

（略） 

 
 
   ウ 府政との連携 
   ・21 世紀科学研究機構を府民・府政のシンクタンク機能を果たすための中核的組織として活用 
する。 
   ・教員が、府の抱える政策課題に対応した研究テーマを主体的に設定し、学際的研究プロジェク 

トの提案に努める。また、府の関係部局と大学相互間の情報交換に努めるとともに、教員の府 
審議会等への協力など、府政への専門的な知識・経験の活用を進める。 

   ・府政との連携をより緊密なものとするために、大学教員の府政への参画や府職員の非常勤講師 
としての活用など、人事面での連携を推進する。 

   ・府の各試験研究機関（産業技術総合研究所、食とみどりの総合技術センター、公衆衛生研究所 
等）や保健医療機関（急性期・総合医療センター、呼吸器・アレルギー医療センター、成人病 
センター等）との共同研究の実施や、施設の相互利用など、緊密な連携体制を確立するとともに、
府内自治体との連携についても促進を図る。 

 
（略） 
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中 期 計 画 （現 行） 中 期 計 画 （変更案） 変更理由 

 
Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画 
 １ 予算（人件費の見積りを含む） 
 
          平成１７年度～平成２２年度 予算         （単位：百万円） 

区  分 金  額 

収入 
 運営費交付金 
 施設整備費補助金 
 自己収入 
  授業料及び入学金検定料収入 
  雑収入 
 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 
 

計 

  
  ７４，７７７ 
   ３，２５０ 
  ３１，４０５ 

    ３０，０６６ 
        １，３３９ 
   ６，２４５ 
 
 １１５，６７９ 

支出 
 業務費 
  教育研究経費 
  一般管理費 
 施設整備費 
 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 
  

計 

 
 １０５，２３２ 
       ８８，２６８ 
       １６，９６４ 
   ４，２００ 
   ６，２４５ 
 
 １１５，６７９ 

 
 
 

（略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画 
 １ 予算（人件費の見積りを含む） 
 
          平成１７年度～平成２２年度 予算         （単位：百万円） 

区  分 金  額 

収入 
 運営費交付金 
 施設整備費補助金 
 自己収入 
  授業料及び入学金検定料収入 
  雑収入 
 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 
 

計 

  
  ７４，７７７ 
   ４，２２２ 
  ３１，４０５ 

    ３０，０６６ 
        １，３３９ 
   ６，２４５ 
 
 １１６，６５１ 

支出 
 業務費 
  教育研究経費 
  一般管理費 
 施設整備費 
 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 
  

計 

 
 １０５，２３２ 
       ８８，２６８ 
       １６，９６４ 
   ５，１７２ 
   ６，２４５ 
 
 １１６，６５１ 

  注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 
 
 

（略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
生命環境科学研究科
棟移転関連整備に係
る債務負担計上のた
め。 
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中 期 計 画 （現 行） 中 期 計 画 （変更案） 変更理由 

 ２ 収支計画 
 
          平成１７年度～平成２２年度 収支計画       （単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 
 経常費用 
  業務費 
    教育研究経費 
    受託研究費等 
    役員人件費 
    教員人件費 
    職員人件費 
  一般管理費 
  財務費用 
  雑損 
  減価償却費 
 臨時損失 
 
収入の部 
 経常収益 
  運営費交付金              
  授業料収益 
  入学金収益 
  検定料収益       
  受託研究等収益 
  寄附金収益 
  施設費収益 
  財務収益 
  雑益 
  資産見返運営費交付金戻入 
  資産見返寄附金戻入 
  資産見返物品受贈額戻入 
臨時利益 

 
純利益 
総利益 

 
    １１３，０７９ 
        １０６，８５１ 
            ２４，４９９ 
             ４，９８５ 
               ６１４ 
            ６０，３８６ 
            １６，３６５ 
          ３，２９１ 
              ０ 
              ０ 
          ２，９３５ 
          ０ 
 

 
１１３，０７９ 

      ７１，９８８ 
         ２４，２２０ 
          ４，４５９ 
          １，３８５ 
          ４，９８５ 
          １，１３５ 
            ６２７ 

    ０ 
          １，３３９ 
            ９０２ 
             ６２ 

１，９７０ 
  ０ 

 
          ０ 
          ０ 

注）受託研究費等は、受託事業費及び研究費を含む。 
注）受託研究等収益は、受託研究収益及び共同研究収益を含む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ２ 収支計画 
 
          平成１７年度～平成２２年度 収支計画       （単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 
 経常費用 
  業務費 
    教育研究経費 
    受託研究費等 
    役員人件費 
    教員人件費 
    職員人件費 
  一般管理費 
  財務費用 
  雑損 
  減価償却費 
 臨時損失 
 
収入の部 
 経常収益 
  運営費交付金              
  授業料収益 
  入学金収益 
  検定料収益       
  受託研究等収益 
  寄附金収益 
  施設費収益 
  財務収益 
  雑益 
  資産見返運営費交付金戻入 
  資産見返寄附金戻入 
  資産見返物品受贈額戻入 
臨時利益 

 
純利益 
総利益 

 
    １１４，０５１ 
        １０７，８２３ 
            ２５，４７１ 
             ４，９８５ 
               ６１４ 
            ６０，３８６ 
            １６，３６５ 
          ３，２９１ 
              ０ 
              ０ 
          ２，９３５ 
          ０ 
 

 
１１４，０５１ 

      ７１，９８８ 
         ２４，２２０ 
          ４，４５９ 
          １，３８５ 
          ４，９８５ 
          １，１３５ 
          １，５９９ 

    ０ 
          １，３３９ 
            ９０２ 
             ６２ 

１，９７０ 
  ０ 

 
          ０ 
          ０ 

注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 
注）受託研究費等は、受託事業費及び研究費を含む。 
注）受託研究等収益は、受託研究収益及び共同研究収益を含む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
生命環境科学研究科
棟移転関連整備に係
る債務負担計上のた
め。 
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中 期 計 画 （現 行） 中 期 計 画 （変更案） 変更理由 

 ３ 資金計画 
 
          平成１７年度～平成２２年度 資金計画       （単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

  その他の収入 

投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前期中期目標期間よりの繰越金 

 １１６，２６０ 

     １１０，１４３ 

       ５，５３６ 

           ０ 

         ５８１ 

 

 １１６，２６０ 

     １１２，７０３ 

         ７４，７７７ 

         ３０，０６６ 

          ４，９８５ 

          １，５３４ 

          １，３３９ 

       ３，２５０ 

          ３，２５０ 

              ０ 

           ０ 

         ３０７        

注）１予算の注記に記載のとおり、平成 17 年 6 月に 274 百万円の寄附を受ける予定であるが、当該 
寄附金は、中期目標期間を超えて繰り越す予定であるため、次期中期目標期間への繰越金に含めている。

 
 

（略） 
 
Ⅹ 地方独立行政法人法施行細則（平成 17 年大阪府規則第 30 号）で定める事項 
 １ 施設・設備に関する計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    注）金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要な業務の実施状況等 

を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修、及び大仙 
キャンパスの廃止に伴う臨時的な経費が追加されることもある。 

    注）小規模改修について１８年度以降は１７年度同額として試算している。 
      なお、各事業年度の施設整備費補助金及び運営費交付金については、事業の進展等 

により所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編 
成過程等において決定される。 

 
 

（略） 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財   源 

・総合教育研究機構棟新築整備 

・三大学統合に伴う緊急整備 

・工学部物質系棟移転関連整備 

・中百舌鳥学舎環境整備 

・生命環境科学研究科棟新築整備 

・特別高圧変電施設新築整備 

・女子大移転関連整備 

・Ａ14 棟改修工事 

・小規模改修 

総額 

  ４，２００ 

 

施設整備費補助金（3,250）

運営費交付金(950) 

 

 ３ 資金計画 
 
          平成１７年度～平成２２年度 資金計画       （単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

  その他の収入 

投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前期中期目標期間よりの繰越金 

 １１７，２３２ 

     １１１，１１５ 

       ５，５３６ 

           ０ 

         ５８１ 

 

 １１７，２３２ 

     １１２，７０３ 

         ７４，７７７ 

         ３０，０６６ 

          ４，９８５ 

          １，５３４ 

          １，３３９ 

       ４，２２２ 

          ４，２２２ 

              ０ 

           ０ 

         ３０７        

注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 
注）１予算の注記に記載のとおり、平成 17 年 6 月に 274 百万円の寄附を受ける予定であるが、当該 
寄附金は、中期目標期間を超えて繰り越す予定であるため、次期中期目標期間への繰越金に含めている。

 
（略） 

 
Ⅹ 地方独立行政法人法施行細則（平成 17 年大阪府規則第 30 号）で定める事項 
 １ 施設・設備に関する計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    注）金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要な業務の実施状況等 

を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修、及び大仙 
キャンパスの廃止に伴う臨時的な経費が追加されることもある。 

    注）小規模改修について１８年度以降は１７年度同額として試算している。 
      なお、各事業年度の施設整備費補助金及び運営費交付金については、事業の進展等 

により所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編 
成過程等において決定される。 

（略） 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財   源 

・総合教育研究機構棟新築整備 

・三大学統合に伴う緊急整備 

・工学部物質系棟移転関連整備 

・中百舌鳥学舎環境整備 

・生命環境科学研究科棟新築整備

・特別高圧変電施設新築整備 

・女子大移転関連整備 

・Ａ14 棟改修工事 

・生命環境科学研究科棟移転関連

整備 

・小規模改修 

総額 

  ５，１７２ 

 

施設整備費補助金（4,222）

運営費交付金(950) 

 

 
 
 
生命環境科学科棟移
転関連整備に係る債
務負担計上のため。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
生命環境科学研究科
棟移転関連整備に係
る債務負担計上のた
め。 
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中 期 計 画 （現 行） 中 期 計 画 （変更案） 変更理由 

３ 中期目標期間を超える債務負担 
  （PFI 的事業） 

総合教育研究機構棟新築整備 

・事業総額：４,０２６百万円   ・事業期間：平成１７～４９年度（３３年間） 

                         （単位：百万円） 

年度 

財源 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 中期目標

期間小計 

次期以降

事業費 

総事業費

施設整備

費補助金 

０ ３４ ３１ 132 132 132 ４６１ ３，５６５ ４，０２６

 

三大学統合に伴う緊急整備 

・事業総額：５９０百万円    ・事業期間：平成１７～２３年度（７年間） 

                         （単位：百万円）  

年度 

財源 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 中期目標

期間小計 

次期以降

事業費 

総事業費

施設整備

費補助金 

０ ６ 121 116 116 116 ４７４ １１６  ５９０ 

 

生命環境科学研究科棟新築整備 

・事業総額：１３，７０９百万円  ・事業期間：平成１８～５０年度（３３年間） 

                         （単位：百万円）  

年度 

財源 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 中期目標

期間小計 

次期以降

事業費 

総事業費

施設整備

費補助金 

０ ０ 112 ８ 453 453 1,026 12,683 13,709 

 

特別高圧変電施設新築整備 

・事業総額：１，２４７百万円  ・事業期間：平成１８～３４年度（１７年間） 

                         （単位：百万円）  

年度 

財源 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 中期目標

期間小計 

次期以降

事業費 

総事業費

施設整備

費補助金 

０ ０ 12 82 82 82 ２５８ ９８９ １，２４７

 

女子大移転関連整備 

・事業総額：２０９百万円    ・事業期間：平成１８～２３年度（６年間） 

                         （単位：百万円）  

年度 

財源 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 中期目標

期間小計 

次期以降

事業費 

総事業費

施設整備

費補助金 

０ ０ 44 41 41 42 １６８ ４１  ２０９ 

 

 

 

 

 

 

 

３ 中期目標期間を超える債務負担 
  （PFI 的事業） 

総合教育研究機構棟新築整備 

・事業総額：４,０２６百万円   ・事業期間：平成１７～４９年度（３３年間） 

                         （単位：百万円） 

年度 

財源 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 中期目標

期間小計 

次期以降

事業費 

総事業費

施設整備

費補助金 

０ ３４ ３１ 132 132 132 ４６１ ３，５６５ ４，０２６

 

三大学統合に伴う緊急整備 

・事業総額：５９０百万円    ・事業期間：平成１７～２３年度（７年間） 

                         （単位：百万円）  

年度 

財源 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 中期目標

期間小計 

次期以降

事業費 

総事業費

施設整備

費補助金 

０ ６ 121 116 116 116 ４７４ １１６  ５９０ 

 

生命環境科学研究科棟新築整備 

・事業総額：１３，７０９百万円  ・事業期間：平成１８～５０年度（３３年間） 

                         （単位：百万円）  

年度 

財源 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 中期目標

期間小計 

次期以降

事業費 

総事業費

施設整備

費補助金 

０ ０ 112 ８ 453 453 1,026 12,683 13,709 

 

特別高圧変電施設新築整備 

・事業総額：１，２４７百万円  ・事業期間：平成１８～３４年度（１７年間） 

                         （単位：百万円）  

年度 

財源 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 中期目標

期間小計 

次期以降

事業費 

総事業費

施設整備

費補助金 

０ ０ 12 82 82 82 ２５８ ９８９ １，２４７

 

女子大移転関連整備 

・事業総額：２０９百万円    ・事業期間：平成１８～２３年度（６年間） 

                         （単位：百万円）  

年度 

財源 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 中期目標

期間小計 

次期以降

事業費 

総事業費

施設整備

費補助金 

０ ０ 44 41 41 42 １６８ ４１  ２０９ 
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中 期 計 画 （現 行） 中 期 計 画 （変更案） 変更理由 

Ａ14 棟改修工事 

・事業総額：３１７百万円    ・事業期間：平成１８～２３年度（６年間） 

                         （単位：百万円）  

年度 

財源 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 中期目標

期間小計 

次期以降

事業費 

総事業費

施設整備

費補助金 

０ ０ 65 63 63 63 ２５４ ６３  ３１７ 

 

Ａ14 棟改修工事 

・事業総額：３１７百万円    ・事業期間：平成１８～２３年度（６年間） 

                         （単位：百万円）  

年度 

財源 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 中期目標

期間小計 

次期以降

事業費 

総事業費

施設整備

費補助金 

０ ０ 65 63 63 63 ２５４ ６３  ３１７ 

 

生命環境科学研究科棟移転関連整備 

・事業総額：２，４３１百万円  ・事業期間：平成２０～２５年度（６年間） 

                         （単位：百万円）  

年度 

財源 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 中期目標

期間小計 

次期以降

事業費 

総事業費

施設整備

費補助金 

０ ０ ０ ０ 486 486 972 1,459 2,431 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
生命環境科学研究科
棟移転関連整備に係
る債務負担計上のた
め。 

 



変更理由

別表（学生収容定員） 別表（学生収容定員）

（略） （略）
（単位：人） （単位：人）

工学部 1,740
農学部（獣医学
科）

40 工学部 1,740
農学部（獣医学
科）

40

生命環境科学部 700 生命環境科学部 700

理学部 500 理学部 500

経済学部 1,000 経済学部 1,000

人間社会学部 820 人間社会学部 820

看護学部 510 看護学部 497

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学部 305  総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学部 305

前期 342 前期 342

後期 198 後期 198

前期 140 前期 140

後期 66 後期 66

博士 52 博士 52

前期 100 前期 100

後期 36 後期 36

前期 90 前期 90

後期 24 後期 24

前期 80 前期 80

後期 30 後期 30

前期 40 前期 46

後期 15 後期 15

前期 30 前期 30 　 　

後期 5 後期 5 　 　

※「前期」は「博士前期課程」、「後期」は「博士後期課程」、「博士」は「博士課程」、「修士」は「修士課程」の略。 ※「前期」は「博士前期課程」、「後期」は「博士後期課程」、「博士」は「博士課程の略。

※　研究科の博士前期課程等の定員数は、内数。 ※研究科の博士前期課程等の定員数は、内数。

（単位：人） （単位：人）

工学部 1,740 工学部 1,740

生命環境科学部 740 生命環境科学部 740

理学部 500 理学部 500

経済学部 1,000 経済学部 1,000

人間社会学部 820 人間社会学部 820

看護学部 510 看護学部 484

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学部 305  総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学部 305

前期 342 前期 342

後期 198 後期 198

前期 140 前期 140

後期 66 後期 66

博士 52 博士 52

前期 100 前期 100

後期 36 後期 36

前期 90 前期 90

後期 24 後期 24

前期 80 前期 80

後期 30 後期 30

前期 40 前期 52

後期 15 後期 15

前期 30 前期 30 　 　

後期 10 後期 10 　 　

※「前期」は「博士前期課程」、「後期」は「博士後期課程」、「博士」は「博士課程」、「修士」は「修士課程」の略。 ※「前期」は「博士前期課程」、「後期」は「博士後期課程」、「博士」は「博士課程」の略。
※研究科の博士前期課程等の定員数は、内数。 ※研究科の博士前期課程等の定員数は、内数。

（看護学部）
質の高い看護師の養成
ニーズに対応するために
入学定員を増加するとと
もに、3年次編入におい
て募集停止したため。

経済学研究科

中　期　計　画　（現行） 中　期　計　画　（変更案）

理学系研究科

看護学研究科 67

看護学研究科 61

経済学研究科 114

生命環境科学研究科 258

工学研究科 540

大阪府立大学

旧　　大　　学（公立大学法人大阪府立大学定款附則第２項の規定により設置した大学）

大阪府立大学 大阪女子大学 大阪府立看護大学
大阪府立看護大学

医療技術短期大学部

35

人間社会学研究科

旧　　大　　学（公立大学法人大阪府立大学定款附則第２項の規定により設置した大学）

大阪府立大学 大阪女子大学 大阪府立看護大学
大阪府立看護大学

医療技術短期大学部

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学
研究科

40

平
成
22
年
度

平
成
21
年
度

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学
研究科

114

理学系研究科 136

人間社会学研究科 110

大阪府立大学

136

工学研究科 540

生命環境科学研究科 258

110

大阪府立大学 大阪府立看護大学
医療技術短期大学部

人間社会学研究科 110

人間社会学研究科

経済学研究科

理学系研究科 136

258

工学研究科

生命環境科学研究科

540

大阪女子大学 大阪府立看護大学

旧　　大　　学（公立大学法人大阪府立大学定款附則第２項の規定により設置した大学）

平
成
22
年
度

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学
研究科

40

114

110

114

看護学研究科 55

大阪府立大学

大阪府立大学

136

生命環境科学研究科

旧　　大　　学（公立大学法人大阪府立大学定款附則第２項の規定により設置した大学）

大阪女子大学 大阪府立看護大学
大阪府立看護大学

医療技術短期大学部

540

理学系研究科

（看護学研究科）
家族看護学分野を開設
し、全国唯一11分野すべ
てのＣＮＳコースを有する
研究科として拡充を図る
ため。

平
成
21
年
度

35

看護学研究科

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学
研究科

55

大阪府立大学

経済学研究科

258

工学研究科

8
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